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概要：共通教科「情報」の現行の高等学校学習指導要領では，「多くの情報が公開され流通している現状を
認識させるとともに，情報を保護することの必要性とそのための法規及び個人の責任を理解させる」と規

定されている．一方，国，地方自治体，独立行政法人などの行政機関から情報を収集する意義や手続きに

ついてはあまり扱われていない．本稿では，行政機関の公文書という生の情報を収集することは重要であ

るとの観点から，公文書公開手続きにおける審査請求について，実践例とともに議論する．

A Study on cases of Request for Review in
Administrative Document Disclosure

Yasuichi NAKAYAMA1,a)

Abstract: One of the purposes of the high school’s official subject of the ‘Information’ is stated in the courses
of study “to enable the students understand current situation of a flood of information disclosed and com-
municated within the society as well as the needs of protection of the information and the problems arising
in the course of collection and emission of information including individual person’s responsibility relating
thereto”. Despite the above description referring to the disclosure of information, we have not dealt with the
process for the collecting information from the national and local governments or independent administrative
institutions. In this paper, in light of our belief that collecting raw information from the government bodies is
invaluable, we would like to discuss about the request for review in the public information disclosure system.

1. はじめに

日本学術会議は，「情報学の参照基準」を策定している．

情報学を，「情報によって世界に意味と秩序をもたらすとと

もに社会的価値を創造することを目的とし，情報の生成・

探索・表現・蓄積・管理・認識・分析・変換・伝達に関わ

る原理と技術を探求する学問である．」と定義し，文系と理

系にまたがる情報学を幅広く含んだ参照基準が作られてい

る [1][2][3]．

教育の課程において，自ら正しい情報を収集し，検討し，

分析する能力を身につけさせることは大変重要である．そ

の中でも，信頼性のある情報を収集する能力を養成するこ

とには大きな意義がある．本稿では，情報教育において公

文書公開手続きを活用することについて議論する．

インターネット上の情報は，多くの場合，他人の編集を
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経た情報であり，また，信ぴょう性についても，必ずしも

検証しにくいという問題がある．これに対し，行政機関が

保有する情報は，他人による評価を経ていない生の情報で

あり，出所としても信頼性ある情報ということができる．

2013年度から 2021年度まで実施される共通教科「情報」

の学習指導要領（現行学習指導要領）[4]では，「情報社会

における法と個人の責任」の項目で，「多くの情報が公開さ

れ流通している現状を認識させるとともに，情報を保護す

ることの必要性とそのための法規及び個人の責任を理解さ

せる」と規定されている（表 1）*1．

「情報社会における法」には，公文書公開手続きに関す

るものが当然含まれると考えられるが，表現の上で，情報

の保護の重要性に力点が置かれたものなっている．現状の

情報教育は，情報の利用あるいは保護の重要性に関する教

育に傾斜し，情報公開ならびに公開情報の収集については

*1 表 1には，旧学習指導要領（2003～2012年度）[5]，現行学習指
導要領（2013～2021年度）[4]，および，新学習指導要領（2022
年度～）[6] を対比のため示した．
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表 1 高等学校学習指導要領

旧学習指導要領（2003～2012 年度） 現行学習指導要領（2013～2021 年度） 新学習指導要領（2022 年度～）

（1999 年 3 月 29 日告示 [5]） （2009 年 3 月 9 日告示 [4]） （2018 年 3 月 30 日告示 [6]）

第 3 情報 C

2 内容

(3) 情報の収集・発信と個人の責任

ア 情報の公開・保護と個人の責任

多くの情報が公開され流通している実態

と情報の保護の必要性及び情報の収集・

発信に伴って発生する問題と個人の責任

について理解させる．

3 内容の取扱い

(3) 内容の (3) のアの情報の保護の必要

性については，プライバシーや著作権な

どの観点から扱い，情報の収集・発信に

伴って発生する問題については，誤った

情報や偏った情報が人間の判断に及ぼす

影響，不適切な情報への対処法などの観

点から扱うようにする．

第 1 社会と情報

2 内容

(3) 情報社会の課題と情報モラル

ウ 情報社会における法と個人の責任

多くの情報が公開され流通している現状

を認識させるとともに，情報を保護する

ことの必要性とそのための法規及び個人

の責任を理解させる．

3 内容の取扱い

(3) 内容の (3) の…ウについては，知的

財産や個人情報の保護などについて扱い，

情報の収集や発信などの取扱いに当たっ

ては個人の適切な判断が重要であること

についても扱うこと．

第 1 情報 I

2 内容

(1) 情報社会の問題解決

ア 次のような知識及び技能を身に付け

ること．

(イ) 情報に関する法規や制度，情報セ

キュリティの重要性，情報社会における

個人の責任及び情報モラルについて理解

すること．

イ 次のような思考力，判断力，表現力

等を身に付けること．

(イ) 情報に関する法規や制度及びマナー

の意義，情報社会において個人の果たす

役割や責任，情報モラルなどについて，

それらの背景を科学的に捉え，考察する

こと．

力点が置かれていない傾向がある．

2003 年度から 2012 年度まで実施されていた普通教科

「情報」の学習指導要領（旧学習指導要領）[5]では，「情

報の公開・保護と個人の責任」の項目で規定されていた．

2001年 4月に行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（情報公開法）が施行されたことから，旧学習指導要領では

公文書公開手続きに関する問題意識が現在よりも高かった

と推測される．藤間ら [7]の調査結果によると，旧学習指

導要領における情報 Cの教科書 9種のうち 5種で情報公開

制度について扱っていた．

それに対し，2013年度から 2021年度まで実施される共

通教科「情報」の学習指導要領（現行学習指導要領）[4]，

および，2022年度から実施予定の学習指導要領（新学習指

導要領）[6]では，情報公開は前面に出されていない．もと

もと民主社会において，情報は公に流通するべきものであ

り，公に流通する情報は，市民が自ら収集して検証すべき

ものである，という視点に欠けている．

このような現状に対し，筆者は，教育の課程において，

学生および生徒に情報収集手続きについて周知させ，実際

に利用する方法を学ばせることは，健全な民主社会を担う

賢明な市民として生きる力の育成につながるものである，

との主張のもとに，公文書公開手続きを活用することにつ

いて，これまでにも議論をしてきた [8][9]．

本稿では，公文書公開手続きにおける審査請求について

議論する．行政機関が非公開と判断した情報について，公

開請求者が不服がある場合には，審査請求による救済を求

めることができる．本稿では，筆者が係わった審査請求に

基づき，具体例とともに議論する．

2. 公文書公開手続きの概要

公文書公開手続きは，1982年に山形県金山町が，1983年

に神奈川県と埼玉県が，公文書公開手続きに関する条例を

定めたのが先駆けで，現在では，すべての都道府県と，ほ

ぼすべての市区町村で，情報公開条例が定められている．

また，2001年の情報公開法の施行により，国の公文書公開

手続きが整備された．

公文書の公開を求めるには，行政機関に，公開請求書を

提出する．公開請求書の様式は，ほとんどの行政機関で，

ホームページに掲載されている．公開請求書は，公文書公

開の担当窓口に持参するほか，郵送でも提出することがで

きる．電子申請や，ファックスによる提出が認められてい

る場合もある．

多くの地方公共団体では，公文書公開の請求の時点では

費用は発生しない．国や独立行政法人等に公文書公開を請

求する場合，公開請求者が 300円の手数料を支払う．行政

機関が公文書の公開を決定し，公開請求者が公文書の写し

の交付を受ける場合は，写しの費用を支払う．多くの行政

機関では，1枚につき 10円である．

行政機関は，公文書の公開が請求されると，法律もしく

は条例で規定している非公開情報を除いて，公文書を公

開することが義務付けられている．これは，情報公開の目

的が，行政機関の内部処理の透明性を確保し，国民による

チェック機能を働かせることにあり，ひいては，民主社会

の担い手である国民に正しく行政機関の保有する情報を提

供することにより国民の知る権利に資することにあるため

である．

行政機関に公文書の公開を請求する手続き，どのように
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第２号様式（第４条関係）（用紙日本産業規格Ａ４縦長型）

行政文書公開決定通知書

令和２年４月２１日

中ｕｌ泰一様

神奈川県教育委員
二

ヨ

令和２年４月５１］に公Bll請求のありました行政文書については、次のとおり公開しま

す。

なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、ネ'|'奈川県教育委員会に対して瀞査請求をすることができます。

また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分

があったことを知った日の翌|ﾖから起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴

訟において神奈川県を代表する者は神奈川県教育委員会となります｡)、横浜地方裁判所

に処分の取消しの訴えを提起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合

においては、処分の取消しの訴えを提起することができる期'１Nは、当該審査請求に対･す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内となります。

公開請求に係る
｢情報」の採用候補者選考試験受験資格変更について

行政文書の内容

行政文書の公開 郵送による対応

の期日及び場所

’’ 教育局行政部教Wlli員人事課県立学校人事調整グループ
事務担当室課所

電話番号０４５(210)-8154（直通）

備考１行政文書の公開により得た情報は、適正に用いなければなりません。

２「行政文書の公開の期'三I及び場所」の欄は、行政文書の公開を受けるために

お越しいただく場合に記入してあります。

３行政文書の公開を受ける際には、この通知書を係員に提示してください。

|事務幽室課所Ｉ
教育局行政部教11Ni員人

電話番号０４５(210)－８事諜県立学校人事調整ルプ’154（直通）

壽箪南隠

驫霧

公開請求に係る

行政文書の内容
｢情報」の採用候補者選考試験受験資格変更について

行政文書の公開

の期日及び場所

郵送による対応

図 1 神奈川県教育委員会の公開決定通知書

公開非公開の判断がされるかについては，文献 [8]で述べ

たので，参照されたい．

これまでに筆者らは，情報科の教科担任の現状を公文書

公開手続きを用いて調査し，結果を報告してきた [9] [10]

[11] [12]．情報科では，教員の採用が少なく，臨時免許状

や免許外教科担任が特例的という枠を超えて多用されてい

ること，また，地域による格差があることを明らかにした．

筆者が最近に公開請求を行い，公開（全部公開）がされ

た例を示す．

2022年度から実施予定の学習指導要領（新学習指導要

領）では，情報の科学的な理解に重点を置き「情報 I」（2単

位）を必履修科目とした上で，発展的内容として AI，デー

タサイエンスなどを扱う「情報 II」（2単位）を選択科目と

することになった [6]．さらに，情報科を大学入試におい

て出題する教科に含める動きがある [13][14]．このような，

情報科の重要性が増している状況で，情報科の教員として

生徒を教えるためには，情報学全般についての幅広い知識

や技術が求められるため，都道府県が専門性の高い情報科

の教員を採用する方針に転換している．

神奈川県教育委員会は，2020年に実施する情報科の教員

採用試験で，受験資格に「情報」の免許に加えて他教科の

免許の保有を求める，いわゆる副免許規定を，廃止すると

発表した [15][16] ．

令和２年１月６日

県立学校人事調整Ｇ

｢情報」の採用候補者選考試験受験資格変更について

１変更案

令和２年度実施予定の採用候補者選考試験より教科「情報」の受験資格について、複数免許所持条件

を外すこととしたい。

（旧）「情報」の免許状の他に当該教科以外の高等学校教員普通免許状が必要（取得見込可）

（新）「情報」の免許状のみで受験可能

２現状

平成１１年度の学習指導要領改訂により新しく設定された教科「情報」に対応するため、本県では数

学・理科等の教員を対象に免許取得のための認定講習を実施し、指導する教員を確保した。また、平成

１９年度実施の教員候補者採用試験から「情報」の試験を実施し、毎年５～１０名程度を採用している。

なお、教科「情報」の継続性が不透明であったこと、新規採用者の配置上の困難さを解消するため、

平成20年度実施試験より複数免許所持を条件付けている。

平成３１年度、「情報」の正規職員は５４名、再任用職員は１名、臨時的任用職員は２５名である。こ

のうち、持ち時間の関係等から他教科の授業を－部担当している正規職員は２名の塗であり｢複数免

許所持を条件としているが他教科を教えることは少ない。

教科の専門教員を配置していない学校では数学などの他教科の教員が分担して情報の授業を担当し

ているが､メインの教科ではないため､現在の情報教育に対応するには充分とは言えない状況である。

学校では専門的な知識を持った人材配置の必要性が増しており、令和２年度に向け、新たに１７校の高

等学校が「情報」の専任化を希望している。さらに令和４年度より新学習指導要領に沿って全員必修の

「情報Ｉ」と選択科目の「情報Ⅱ」がスタートするため、今後も専任化の希望は増加すると思われる。

教科「情報」が無くなる可能性は低く、今後も「情報」の教員を採用していく必要がある。

３課題

「情報」採用試験は毎年５０名近い受験者がいるが、その内新卒者はH３１４名、Ｈ３０５名、Ｈ２９５名、

Ｈ２８７名、Ｈ２７６名であり新卒者の割合が少ない。平成３１年度の受験者48名の内訳は現在高等学校

で臨時的任用職員として勤務している者が３４名、３０歳以上の者が３１名となっている。

複数教科の免許を取得することは、学生には負担であり、新卒者は情報の免許のみで受験可能な他

県へと流出していると考えられる。教科｢情報」を大学で専門的に学んできた人材を確保することが困

難になっている。

４効果

複数免許所持の条件を外すことにより、受験者にとっては負担が減り、受験しやすい状況となること

で最新の情報教育を受けてきた新卒者の受験者数増加が期待でき、優秀な人材確保につながる。

５他都道府県の状況

攻免許を受験要件としていないのは２２の都道府県（愛知県はエ平成３１年度実施試験において、

新たに「情報」を募集開始したのは３１年度より更)、件としているのは10の具である。

7都道府県でありその内、複数免許必要としたのは北海道の1つである。

図 2 神奈川県教育委員会「『情報』の採用候補者選考試験受験資格

変更について」

そこで，筆者は，神奈川県教育委員会に，「高等学校情報

の受験における免許状所有条件を緩和することに至った経

緯がわかる文書（決裁文書等を含む。）」の公開請求を行っ

た．神奈川県教育委員会は，対象公文書として，「『情報』

の採用候補者選考試験受験資格変更について」（県立学校

人事調整グループ 2020年 1月 6日付）を特定し，全部公

開することを決定した．図 1は公開決定通知書，図 2は公

開された文書である．

3. 審査請求の概要

行政機関が非公開と判断した情報について，公開請求者

が不服がある場合には，審査請求による救済を求めること

ができる．

どの行政庁に審査請求を行うべきかは，公開非公開の決

定通知書で教示されている（行政不服審査法第 82条第 1

項）．審査請求は，公開非公開の決定がされたことを審査

請求人が知った日の翌日から起算して 3ヶ月以内に行わな

ければならない（行政不服審査法第 18条第 1項）．

2016年の行政不服審査法の改正により，それまで，審

査請求（上級行政庁に不服を申し立てる）と，異議申立て

（上級行政庁がない場合に同じ行政庁に不服を申し立てる）
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1

審査請求人 審査庁

情報公開
審査会

処分庁

①公開請求

②一部公開 or
非公開決定

③審査請求

④ 弁明書

の求め ⑤弁明書の
提出

⑥諮問
⑨答申

⑩裁決

⑦ 意見書の求め

⑧意見書の
提出

図 3 審査請求のながれ

の 2つに分かれていたものが，審査請求にまとめられた．

つまり，「処分庁」（公開非公開を決定した行政庁）に上級

行政庁がある場合には，上級行政庁を「審査庁」（審査請求

を審理し裁決を行う行政庁）として審査請求を行う．「処

分庁」に上級行政庁がない場合には，「処分庁」と同じ行政

庁を「審査庁」として審査請求を行う．

公文書公開手続きの特長として，審査請求がされた場合，

審査庁は第三者機関である情報公開審査会に諮問し，情報

公開審査会の答申を尊重した判断をすることが義務付けら

れている（公文書公開手続きに係る不服申立てと個人情報

保護手続きに係る不服申立てとの両方を扱う，情報公開・

個人情報保護審査会を設けている行政庁もある）．

公文書公開手続きにおける審査請求の流れは，概ね，次

のとおりである（図 3）．

1⃝ 公開請求

2⃝ 一部公開または非公開決定

処分庁が一部公開の決定を行った場合には非公開とさ

れた部分について，非公開の決定を行った場合にはす

べてを非公開としたことについて，不服がある場合に

は，審査請求を行うことになる．

一部公開の決定は，ごく一部の情報が非公開となって

いるものもあれば，図 4に示すような，いわゆる「海

苔弁当」のものもある（「海苔弁当」は非公開決定に近

いものである）．

全部公開の場合でも，対象公文書として特定されてい

るものに不足があれば，審査請求ができる．それゆえ，

図 1の公開決定通知書は全部公開であるにもかかわら

ず，審査請求できる旨の教示がされている．

3⃝ 審査請求

審査庁に審査請求書を提出する．

4⃝ 弁明書の求め

5⃝ 弁明書の提出

審査庁は審査請求を受けると，処分庁に対して弁明書

を求め，処分庁は審査庁に弁明書を提出する．ただし，

図 4 いわゆる「海苔弁当」と呼ばれる一部公開の例

国および独立行政法人等に対する審査請求の場合は，

4⃝ 5⃝の弁明書の手続きはない（情報公開法第 18条第

1項参照）．審査庁は弁明書の提出を受けると，その

写しを審査請求人に送付する．審査請求人は，その弁

明書に対して，審査庁に反論書を提出することができ

る．公文書公開手続きでは，情報公開審査会に 8⃝の意
見書を提出して，そこで反論することもできる．

6⃝ 諮問

審査庁は，審査請求書，弁明書（および反論書）を付

けて，情報公開審査会に諮問する．

7⃝ 意見書の求め

8⃝ 意見書の提出

諮問を受けると，情報公開審査会は審査請求人に意見

書を求める．審査請求人は意見書を提出することがで

きる．

また，情報公開審査会は，審査庁から対象公文書の提

出を求め，見分することができる（審査庁から提出さ

れた対象公文書は，情報公開審査会の委員のみ見分が

でき，この公文書の公開を求めることはできない）．

9⃝ 答申

情報公開審査会は，処分庁が情報を非公開としたこと

の適否を判断し，審査庁に答申する．

10⃝ 裁決

審査庁は，情報公開審査会の答申を尊重して，裁決を

行う．審査庁が情報公開審査会の答申に従わない裁決

を行う場合には，その理由を記載しなければならない

（行政不服審査法第 50条第 1項第 4号）．

情報公開審査会の答申，審査庁の裁決は，公開されてい

ることが多い（[17][18]など）．また，公開されている情報

公開審査会の答申例から学ぶことは多い [19]．
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図 5 秋田県教育委員会の非公開決定通知書

4. 審査請求の例

本章では，筆者が係わった審査請求を例を基に議論する．

2章で述べたように，これまでに筆者らは，情報科の教

科担任の現状を公文書公開手続きを用いて調査し，結果を

報告してきた*2．

2018年までに 13道県が一度も情報科の教員採用をして

いなかった．2019年に北海道，岩手県，石川県，福井県，

徳島県，佐賀県が，2020年に栃木県，新潟県，島根県，愛媛

県が，情報科の教員採用試験を始めたので，現時点（2020

年 8月）で，情報科の教員採用をしていないのは，秋田県，

滋賀県，鹿児島県の 3県だけとなっている．

2019年 4月 22日，筆者は，秋田県教育委員会に対し，

「今後の教員採用試験において高等学校情報科の教員の採

用を検討していることが分かる文書」の公開請求を行った．

秋田県教育委員会は同 26日付で非公開を決定した（図 5）．

*2 たとえば，66 都道府県市への公文書公開手続きによる調査を行
い，2005年度から 2014年度の 10年間に，情報科の教員採用試
験を実施したのは 29都府県と 3市で，採用者数は大阪府 163名，
埼玉県 52名，兵庫県 47名，愛知県 44名，神奈川県 39名，東京
都 36 名と大都市圏の 6 都府県だけで採用者数全体の 73% を占
めることを報告した [10]．調査結果は，朝日新聞 2018 年 10 月
16 日付「高校『情報科』，教員足りない採用試験なし 18 道府県
『免許外』で補う」，日本経済新聞 2019年 6月 28日付「高度 IT
教育軽視のツケ『情報科』専任採用急ぐプログラミングが今後の
柱に」などの新聞記事で紹介され，大きなインパクトを与えた．

図 6 秋田県情報公開審査会 諮問番号等について（通知）

文書すべてを非公開とするもので，図 4で示したような

「海苔弁当」でさえないものであった．さらに，筆者は，図

5の非公開決定通知書には，次の問題があると考えた．

(1) 秋田県行政手続条例第 8条では，「行政庁は，申請によ

り求められた許認可等を拒否する処分をする場合は，

申請者に対し，同時に，当該処分の理由を示さなけれ

ばならない．」と定めている．本件処分の通知書の「公

開しない理由」には

秋田県情報公開条例第 6条第 1項第 4号に該当

その他当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのあるもの．

と記載されている．この理由付記は，根拠規定しか書

かれておらず，当該規定を適用する根拠が当該書面の

記載自体から理解され得るものとはいえない．本件処

分は理由付記不備で，秋田県行政手続条例第 8条に違

反し，取り消されるべきである．

(2) 理由の付記は，非公開について実施機関の恣意的判断

を防止するとともに，非公開理由を公開請求者に知ら

せることにより不服申立て等に便宜を与えることを意

図したものである．公開請求を拒否する決定を適法に

行うための要件であり，理由が不十分な場合は瑕疵あ

る行政処分となる．最高裁判所 平成 4年（行ツ）第 48
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号 平成 4年 12月 10日判決などの判例 [20]や，内閣府

情報公開・個人情報保護審査会 平成 27年 7月 30日付

平成 27年度（行情）答申第 251号などの答申例 [17]

では，理由付記に不備がある場合は取り消すべきとの

判断を示している．仮に，取り消した後に，再度，適

正手続を経た上で同様の処分がなされると見込まれる

場合であっても，取り消されないといけない．

これらを理由として，2019年 5月 8日付で審査庁の秋

田県教育委員会に，審査請求を行った．図 3に示したよう

に，処分庁から弁明書提出等の手続きを経て，審査庁は同

年 6月 21日付で秋田県情報公開審査会に諮問した．

諮問を受けた情報公開審査会は，図 6のとおり，筆者に

意見書の提出に加え，口頭による意見陳述の機会を与えた

（遠方のため，意見書提出のみ行った）．さらに，意見書で，

「秋田県情報公開条例の解釈及び運用基準」の提供を希望

したところ，送付を受けることができた．

秋田県情報公開条例第 10条第 5項では，「実施機関は，

行政文書の全部又は－部を公開しないときは，同項の書面

にその理由（その理由がなくなる期日をあらかじめ明示す

ることができるときは，その理由及び期日）を記載しなけ

ればならない．」と規定し，その解釈として，「理由の記載

については，単に条例上の根拠条項を示すだけでは足りず，

申請者が拒否の理由を明確に認識し得るものであることが

必要であると解されており，非公開情報の内容が明らかに

ならない限度において，どのような類型の情報が記録され

ているかを示すことになるものである．また，公開請求に

係る行政文書に複数の非公開情報が記録されている場合や

一の情報が複数の非公開情報に該当する場合には，そのそ

れぞれについて，理由を記載する必要がある．」と定めてい

ることを，知ることができた（図 7）．

2019年 10月 23日，秋田県情報公開審査会は，審査請求

人の主張を認め，処分庁の行った非公開決定を取り消すべ

きとする答申を行った（答申第 90号 [21]）．

5. おわりに

本稿では，公文書公開手続きにおける審査請求について

議論した．行政機関が非公開と判断した情報について，公

開請求者が不服がある場合には，審査請求による救済を求

めることができることを実例に基づいて示した．

本稿のまとめに，情報教育で公文書公開手続きを学ぶこ

との意義について，筆者の考えを述べる．

高等学校における教育は，基礎的市民教育の総まとめの

場であり，大学でのさらなる研究につなげる最終段階と位

置づけられる．そうした高等学校における教育において，

自ら正しい情報を収集し，検討し，分析する能力を身につ

けさせることは大変重要であり，その中でも，情報の「収

集」能力を養成することには大きな意義がある．

図 7 秋田県情報公開条例の解釈及び運用基準（p.62）

（赤枠は筆者による）

行政機関が保有する情報は，他人による評価を経ていな

い生の情報であり，出所としても信頼性ある情報というこ

とができる．こうした信頼できる情報を自ら収集するツー

ルを持つことは，市民として社会を構成する際の大きな武

器となるであろう．筆者は，高校生に，ぜひともこうした

知の力を知ってもらいたいと考える．また，情報公開の過

程では，本稿で議論したような，対立する利害についても

大いに考えさせられる．高校生の柔軟な思考の中で，自分

の要求に対立する考え方に実際に直面し，これを検討し，

妥当な解決を模索する機会は非常に有意義であると考える．

こうした教育は，法学教育などにおいてなされるもので

あり，高等学校における教育では不要ではないかとの意見

もあるかもしれない．しかし，大学へ進んでもっぱら数学

や物理を究めることとなる若者にも，よき市民の一人とし

て成長してもらうことが必要であり，情報教育において公

文書公開の方法と意義を積極的に取り入れる意義は大きい

と考える．

謝辞 公文書公開手続きに携わる行政機関の方々に感
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